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談件数は「苦情」が 4,117 件「相談」が 3,524 件の合計
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The third-party evaluation of welfare services and public responsibility













3　 社会福祉法人　全国社会福祉協議会「苦情受付・解決の状況（平成 29 年度都道府県運営適正化委員会事業・実績報告）」平成 30














































































4　 憲法 25 条 1 項の生存権の法的性格については，学説上，具体的権利説，抽象的権利説，プルグラム規定説の 3 つがある．今日では，
生存権が抽象的権利であり，裁判規範性を有することは学説及び判例上ほぼ一致して認める．野中俊彦ほか「憲法Ⅰ」483 頁（2006）
5　 学説上，1 項と 2 項の関係についての対立がある．1 項は生存権保障の理念を，2 項はその実現のための国の責務を定めたものと
解する 1 項 2 項を一体として捉える立場と分離してとらえる立場である．例えば，後者の立場をとるものとして，1 項を「救貧施策」，




















































































6　 中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会（平成 10 年 6 月 17 日）「社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ）」1 頁」






















































成 17）年から 2018（平成 30）年の 14 年間の実績数は














の 35 第 1 項 10 の規定に基づいて，事業者に対し，「介
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
8 　厚生労働省子ども家庭局長，社会・援護局長，老健局長子発 0326 第 10 号
　　社援発 0326 第 7 号，老発 0326 第 7 号，平成 30 年 3 月 26 日






















































































11　 第 72 条第 2 項「指定小規模多機能型居宅介護事業者は，自らその提供する指定小規模多機能型居宅介護の質の評価を行い，それ
らの結果を公表し，常にその改善を図らなければならない．」
12　 第 97 条第 8 項「指定認知症対応型共同生活介護事業者は，自らその提供する指定認知症対応型共同生活介護の質の評価を行うと
ともに，定期的に外部の者による評価を受けて，それらの結果を公表し，常にその改善を図らなければならない．」
13　全国社会福祉協議会 http://shakyo-hyouka.net/evaluation2/,（2020 年 12 月 25 日最終閲覧）










































































16　 訪問介護の身体介護の場合，1 時間当たりの介護報酬単価がおよそ 4000 円．事業者は，そのサービスの質やヘルパーの能力に応
じて，自由に価格を付けられることにすれば，4500 円という価格をつけることも可能となる．ヘルパーの時給も最大 500 円アッ
プが可能となる．価格面の弾力化により，努力次第で賃金アップする．努力してもしなくても同じ料金では質の向上は難しい．
もちろん，利用者が料金に見合わないと判断すれば，利用者から選ばれない．鈴木亘「介護保険施行 15 年の経験と展望：福祉回
帰か，市場原理の徹底か？」学習院大学　経済論集第 54 巻第 3 号（2017）
17　野田秀孝「福祉サービス第三者評価事業の現状と課題」とやま発達福祉学年報第 6 巻 19 頁（2015）
18　狭間直樹「公共サービスにおける品質概念と第三者評価」同志社法学 54 巻 6 号 164 頁（2003）
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福祉サービス第三者評価と公的責任
介護サービスの質の向上についての責任
自己評価の実施が義務化されている．保育分野において
も，第三者評価の受審及び評価結果の公表を行った事業
者に対して，受審料の半額程度を加算として補助するこ
ととしている．高齢者分野（特に市場原理を十分に活用
できない居宅系サービス）においても，受審・評価結果
の公表の義務化，受審料の補助を検討すべきであろう．
